
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

〇

〇

¾

（号 外）
独立行政法人国立印刷局

告

示

一
般
財
団
法
人
日
本
海
事
協
会
か
ら
登
録
事
項
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

一

長
崎
支
部
の
変
更

^

事
務
所
の
所
在
地
の
変
更

変
更
前

長
崎
県
長
崎
市
万
才
町
３
番
3
5号

変
更
後

長
崎
県
長
崎
市
興
善
町
６
番
５
号

_

変
更
年
月
日

平
成
二
十
五
年
一
月
二
十
八
日

二

コ
ペ
ン
ハ
ー
ゲ
ン
事
務
所
の
変
更

^

事
務
所
の
所
在
地
の
変
更

変
更
前

1
2
6
0
C
o
p
e
n
h
a
g
e
n
K
,
K
IN

G
D
O
M

O
F
D
E
N
M
A
R
K

変
更
後

1
2
6
4
C
o
p
e
n
h
a
g
e
n
K
,
K
IN

G
D
O
M

O
F
D
E
N
M
A
R
K

_

変
更
年
月
日

平
成
二
十
五
年
五
月
十
五
日

三

チ
ッ
タ
ゴ
ン
事
務
所
の
新
設

^

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

名
称

所
在

地

C
H
IT

T
A
G
O
N
G

O
F
F
IC

E
（
チ
ッ
タ
ゴ
ン
事
務
所
）

A
m
in

F
u
tu
re

P
a
rk

,
S
ta
n
d
R
o
a
d
,
B
.
N
a
g
L
a
n
e
,
B
a
rik

B
u
ild

in
g

C
irc

le
,
A
g
ra
b
a
d
,
P
E
O
P
L
E
ÐS

R
E
P
U
B
L
IC

O
F
B
A
N
G
L
A
D
E
S
H

_

新
設
年
月
日

平
成
二
十
五
年
六
月
一
日

四

ダ
ッ
カ
事
務
所
の
変
更

^

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地
の
変
更

名
称

所
在

地

変
更
前

D
H
A
K
A

O
F
F
IC

E
（
ダ
ッ
カ

事
務
所
）

1
1
／

A
,

T
o
y
e
n
b
e
e

C
irc

u
la
r

R
o
a
d
,

M
o
tijh

e
e
l

C
o
m
m
e
rc
ia
l

A
re
a
,

D
h
a
k
a
-
1
0
0
0
,

P
E
O
P
L
E
ÐS

R
E
P
U
B
L
IC

O
F
B
A
N
G
L
A
D
E
S
H

変
更
後

C
H
IT

T
A
G
O
N
G

O
F
F
IC

E
D
H
A
K
A

S
U
B
-
O
F
F
IC

E
（
チ
ッ
タ
ゴ
ン
事
務
所
ダ
ッ
カ

出
張
所
）

R
o
a
d
#5
,

D
e
fe
n
c
e

O
ffic

e
rs

H
o
u
sin

g
S
o
c
ie
ty

(D
O
H
S
),

M
irp

u
r,

D
h
a
k
a

1
2
1
6
,

P
E
O
P
L
E
ÐS

R
E
P
U
B
L
IC

O
F
B
A
N
G
L
A
D
E
S
H

_

変
更
年
月
日

平
成
二
十
五
年
六
月
一
日

目

次

平成™œ年�月Ÿ日 月曜日 (号外第˜›�号)官 報 (™分冊の˜)
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〇
国
土
交
通
省
告
示
第
六
百
九
十
四
号

船
舶
安
全
法
（
昭
和
八
年
法
律
第
十
一
号
）
第
二
十
五
条
の
七
十
、
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関
す
る

法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
三
十
六
号
。
以
下
「
海
洋
汚
染
防
止
法
」
と
い
う
。）第
十
九
条
の
十
五
第
三
項
（
同

法
第
十
九
条
の
三
十
第
三
項
及
び
第
十
九
条
の
四
十
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）及
び
国
際
航
海
船

舶
及
び
国
際
港
湾
施
設
の
保
安
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
六
年
法
律
第
三
十
一
号
。
以
下
「
国
際
航
海
船
舶

等
保
安
法
」
と
い
う
。）第
二
十
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
船
舶
安
全
法
第
二
十
五
条
の
五
十
の
規
定
に
基
づ
き
、

一
般
財
団
法
人
日
本
海
事
協
会
か
ら
登
録
事
項
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
船
舶
安
全
法
第
二
十
五
条
の
七
十
、

海
洋
汚
染
防
止
法
第
十
九
条
の
十
五
第
三
項
（
同
法
第
十
九
条
の
三
十
第
三
項
及
び
第
十
九
条
の
四
十
六
第
三
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）及
び
国
際
航
海
船
舶
等
保
安
法
第
二
十
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
船
舶
安
全
法
第

二
十
五
条
の
六
十
二
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。

平
成
二
十
五
年
七
月
八
日

国
土
交
通
大
臣

太
田

昭
宏

〔
告

示
〕

〇
一
般
財
団
法
人
日
本
海
事
協
会
か
ら
登
録

事
項
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
国
土
交
通
六
九
四
、
六
九
五
）

J

〇
国
際
航
海
船
舶
及
び
国
際
港
湾
施
設
の
保

安
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
第
二
十
条
第

七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
船
舶
安
全
法
第

二
十
五
条
の
四
十
八
第
一
項
に
基
づ
き
船

級
協
会
の
登
録
を
更
新
し
た
件

（
同
六
九
六
）

L

〇
福
島
県
双
葉
郡
富
岡
町
の
特
別
地
域
内
除

染
実
施
計
画
を
公
告
す
る
件（
環
境
六
六
）

N

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

Q

特
殊
法
人
等

弁
理
士
登
録
関
係

M
Q

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
公
示
送
達
関
係

M
Q

会
社
そ
の
他

M
R

会
社
決
算
公
告

N
I

˜
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